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１．我が国の核融合開発の経緯

我が国の核融合研究開発は、平成４年の原子力委員

会による決定「第三段階核融合研究開発基本計画」[1] に

沿って実施されている。この第三段階の中心となる装置

は、実験炉 ITER（イーター）である。ITER は、磁場によっ

て高温プラズマを閉じ込めるトカマク型とよばれる方式

で、核融合反応により、約 50 万キロワットの熱出力を

取り出せる計画になっており、出力規模としては実機レ

ベルに近い。現在、フランスのカダラッシュに国際協力

で建設中で、2025 年頃の完成を目指している。

平成 17 年の原子力委員会核融合専門部会の決定「今後

の核融合研究開発の推進方策について」[2] では、ITER

と同じトカマク型の原型炉計画を中核とする「第四段階」

に向けた具体的な方針が示された。

平成 21 年の原子力委員会核融合専門部会の報告書「原

子力政策大綱等に示している核融合研究開発に関する取

組の基本的考え方の評価について」[3] では、原型炉の

実現に向けたロードマップを策定した。

平成 26 年には「原型炉開発のために必要な技術基盤構

築の中核的役割を担うチーム（合同コアチーム）」が、核

融合原型炉の開発に必要な技術基盤構築の在り方を、我

が国の核融合コミュニティの総意を踏まえて検討し、「合

同コアチーム報告」[4] を取りまとめた。

この報告を受け、平成 27 年 3 月において、核融合研

究開発の総合的な進捗状況等を俯瞰的に把握し、アク

ションプランの策定をはじめとする事項を審議する「原

型炉開発総合戦略タスクフォース」（以下 TF）が、核融

合科学技術委員会　( 文部科学省　科学技術・学術審議

会　研究計画・評価分科会　核融合科学技術委員会 ) の

もとに設置された。また、TFの指導のもとに、オールジャ

パン体制により原型炉開発の技術基盤構築を進めること

を目的に、「原型炉設計合同特別チーム」（特別チーム）

が結成され、原型炉の概念設計及び研究開発が進められ

ている。

このような原型炉開発に向けたこれまでの種々の検討

を参照しつつ、最新の研究開発の進捗状況と ITER 計画

を始めとする内外の状況を考慮した、原型炉研究開発に

ついての報告書として、核融合科学技術委員会により平

成 29 年 12 月に決定されたのが、「核融合原型炉研究開

発の推進に向けて」[5] であり、それに付随する形で、「原

型炉開発に向けたアクションプラン」とその「項目別解

説」[6] が公開されている。

平成 30 年度には、上記アクションプランに基づき、

開発の優先度やマイルストーン、国際協力項目なども含

めて総合的に開発工程をまとめた原型炉開発ロードマッ

プの構築が行われた [7]。そこに示されたロードマップ

の全体像を付録１に示した。

２．原型炉に向けたアクションプラン

核融合原型炉開発に向けたアクションプラン [6] は、

原型炉設計を含めた原型炉開発の技術分野から構成され

ている。原型炉設計は開発全体を統括する意味から 0 番

とし、他の課題は以下のような 12 課題である：

1. 超伝導コイル

2. ブランケット

3. ダイバータ

4. 加熱・電流駆動システム

5. 理論・計算機シミュレーション

6. 炉心プラズマ

7. 核融合燃料システム

8. 核融合炉材材料と規格・基準 

9. 安全性

10. 稼働率と保守性

11. 計測・制御

12. 社会連携

13 と 14 には、トカマクとは異なる方式として基礎研

究が進む「ヘリカル方式」と「レーザー方式」の課題のう

ち、トカマク型原型炉開発に学術的または工学的に寄与



が可能な項目が記載されている。

12 番に社会連携が各技術項目と同等の重要度で記載

された点には注目されたい。社会への説明責任を果たす

と同時に、社会のニーズや動きを正しく把握し、一般社

会（他学界も含む）との連携を強めていかなければ、核融

合原型炉の建設はできないと認識のもとに導入された非

常に重要な項目である。

核融合炉の保全に特に関係する項目としては、「8. 核

融合炉材材料と規格・基準」と、「10. 稼働率と保守性」で

ある。

アクションプランは以下４つの期間ごとに示されてい

る。

① 2015 年～ 2020 年頃

これはすでに実施中、またはすぐに開始すべきアク

ションである。2020 年頃に第１回 C&R を実施して進捗

を確認する。

② 2020 年頃～ 2025 年頃

2025 年に予定される ITER の運用開始から数年以内に

実施される第 2 回 C&R までに確認すべき、または完了

すべきアクションが示されている。

③ 2025 年頃～ 2035 年頃

ITER の DT 燃焼実現の確認後に行われる原型炉建設

への移行判断までに実施 / 完了しておくべきアクション

が示されている。2025 年頃以後、一部の中規模 R&D は

順次実施に移していく必要がある。2035 年頃に予定さ

れる ITER の燃焼確認後、速やかに第四段階への移行判

断を行う必要があるが、その移行には、ITER の自己点

火実験の成功と、国内に建設中の超伝導定常トカマク

JT-60SA による成果の達成が必須である。加えて、いく

つかの工学実証のための設備も必要である。

保守に関しては、原型炉の建設判断前には、原型炉の

保守システムを実機大で実証確認する設備が必要と考え

られている。

今後、これらの開発を遅滞なく進め、2040 年前後に

は原型炉の建設に入りたい。原型炉の運用開始後は、10

年程度で、安定した電気出力、商用化に十分な設備利用

図１　アクションプランの保全に関連する項目概要
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可能率（Availability）、持続運用可能なトリチウム増殖率、

そして保守を含めた十分に信頼性の高い運用性の実現を

示す必要がある。商用化への道を開くのが原型炉の役割

であり、その中において、保守・保全技術の確立は、必

須課題の一つと言える。

３．保全技術のアクションプラン概要

以下では、前節で述べたアクションプラン項目のうち、

保全に関連する項目、すなわち「8.　核融合炉材材料と

規格・基準」、「10.　稼働率と保守性」の部分について、

その概要を示す。

アクションプラン [7] に示された計画は、技術項目別

に詳細なリストになっているが、図１はそれを非常に簡

略化して示したものである。

以下では、アクションプランと記載順は逆だが、まず

先に、稼働率と保守性について示し、そのあと、核融合

炉材料開発と規格・基準の項目を示すことにする。

3.1 稼働率と保守性の項目

図１に示されている計画項目の具体的内容は概略以下

のとおりである。

炉構造・保守方式の決定と R&D 対象の選択

保守方式については炉構造・主要パラメータとのバラ

ンスを考慮して検討を行い、暫定する。暫定といえども

以降の R&D のベースとなるため、速やかに、かつ慎重

に暫定する。保守方式、炉構造・パラメータにあわせて

保守対象・技術・作業内容の検討を行い、設計として対

応すべき範囲と R&D が必要な範囲に仕分け、R&D 範

囲と開発目標を明確化する。

2020 年ころまでには、保守方式の比較評価を含めて

炉構造・パラメータを検討し、保守方式（暫定案）ととも

に決定する必要がある。

炉停止期間最適化

検討・選択した R&D 範囲に対して開発目標を設定し

ており、その開発目標を設計条件として保守作業手順の

設計検討を実施する。炉停止期間については保守方式

を暫定する段階で稼働率の観点から検討されているが、

R&D の開発目標（性能及び開発期間）との整合性を再確

認する。

2025 頃を目安に、炉設計の進捗、保守技術の調査、

開発ロードマップの策定結果を踏まえて、保守方式の見

直しを行う。見直し結果を受けて、大型保守技術開発施

設の設計、機器開発計画へのフィードバックも行う。

バックエンドシナリオ検討

実用炉におけるバックエンドシナリオを見据えつつ、

原型炉固有のバックエンドシナリオ（放射性廃棄物の処

分・再利用基準、廃炉方法など）を検討する。廃炉につ

いては特に原型炉プラント設計に影響する部分のみ抽出

し、原型炉設計に反映する一方、2025 年頃の中間 C&R

に向けて経済性の概略評価、後述の検討に資するための

廃棄物量、処理方法については具体的な方針の検討を行

う。

バックエンドの検討

バックエンド検討を通じて提示された廃棄物量、処理

方法、現行の法・技術に照らして法規制化を念頭に処分

方法・対象、再利用方法・対象を検討する。法規制準備

として、放射性廃棄物の処分・再利用の基準を策定する。

移行判断前の放射性廃棄物の処分・再利用についての基

準設定は、核分裂炉に対する基準設定手順を基に原子力

機構、産業界、大学等が自主的に定め、原子力規制委員

会等における最終的な基準設定は 2035 年頃の移行判断

後に実施する。

遠隔作業、検査・保守技術の開発蓄積

初期段階では産業界にて原型炉ニーズに沿った軽水炉

保守技術、遠隔・ロボットの調査を行う。その後、福島

第一原発への適用技術、ITER 向けの開発状況の調査を

行い、将来的な核融合以外での開発ニーズを踏まえて、

核融合炉向けに R&D が必要な技術の検討・選択に資す

るデータベースとする。

2020 頃をめどに、選定された保守方式、対象機器に

対して既存の遠隔作業、検査、保守技術を調査する。既

存の軽水型原子炉や再処理施設、ITER 向けに開発中の

遠隔保守技術、福島第一原発の事故の安定化及び廃炉の

推進のための遠隔技術、国内外の原子力以外の産業界で

の遠隔技術を調査し、原型炉の保守方式と照らし合わせ、

現状と要求仕様とのギャップを整理していく。それらを

基に、稼働率への影響、要求仕様とのギャップの大きさ

を整理し、遠隔作業、検査・保守技術の開発ロードマッ

プを作成する。

長期に亘る原型炉開発を念頭に故障率データベースの

仕様について検討する。その後、データ収集の対象（物、

期間、範囲）を決定し、データ収集を開始する。

保守技術の中規模 R&D

検討された R&D の開発目標（性能及び開発期間）、各

実施者のリソース、大規模保守技術開発設備に建設に

あわせて開発ロードマップを策定し、実行する。ITER

での開発状況を踏まえて積算線量 200MGy の材料・機



器の開発ロードマップを策定し、実行する。積算線量

200MGy を目標とした機能材料・機器の実規模実証につ

いては試験施設を含めて検討が必要（運転開始までに実

規模実証が困難な場合も想定した開発ロードマップの策

定が必要。例えば、原型炉の運転年数に応じて徐々に実

証していくなど）

大規模保守技術開発設備

2025 年以後、選定された保守方式、対象機器に対す

る実規模 R&D の内容、工程、順序等を検討し、大型保

守技術開発施設の概念検討を行う。平行して施設設計の

制約となる条件を暫定する。概念検討結果、制約条件を

考慮して設計し、建設する。中規模 R&D を経て実規模

R&D の開始時期を考慮して 2035 年以降に運用開始を目

標に進める。原型炉の保守方式が設計進捗によって見直

しされることと、大型構造物の遠隔保守技術の開発主体

となる産業界の意見も考慮して設計する。

3.2 核融合炉材料開発と規格・基準の項目

3.2.1 低放射化フェライト鋼

原型炉要求材料スペックの明確化、技術仕様の提示

原型炉設計の検討より、原型炉ブランケット構造体に

使用される材料として要求される低放射化フェライト鋼

のスペックを明確化する。また、原型炉ブランケット構

造材料としての低放射化フェライト鋼の技術仕様を提示

し、設計に資する。

大量製造技術の確立

原型炉ブランケットの製造に必要な低放射化フェライ

ト鋼の大量製造技術を確立する。

ブランケット構造体製作技術の確立

低放射化フェライト鋼によるブランケット構造体製作

技術を確立し、ITER-TBM の製作や原型炉の設計に資す

る。

微小試験片技術の信頼性評価・規格化

従来の原子炉照射実験や、将来の核融合中性子源照射

実験において用いられる微小試験片技術の信頼性を明ら

かにし、構造設計に合理的に使用可能な条件を明らかに

する。以て、核融合炉材料の強度特性評価に用いられる

微小試験片技術を規格化する。

接合被覆部等・環境影響データ取得

低放射化フェライト鋼の接合被覆部等の特性データ

や、構造体に対する電磁力影響、冷却材共存性等の不足

しているコールド試験データの取得を進める。

原子炉による照射データの取得

米国 HFIR によって実施した低放射化フェライト鋼の

80dpa 核分裂中性子照射データを取得する。

核融合中性子照射影響の解明 / 照射劣化モデルの      

構築 /照射構造設計基準の構築

低放射化フェライト鋼の接合被覆部等の特性データ

や、構造体に対する電磁力影響、冷却材共存性等につい

ての照射影響について重要度に応じて取得を進める。

イオン加速器施設等の模擬照射技術を駆使して、低放

射化フェライト鋼の材料特性に及ぼす核変換ヘリウム影

響の理解を進展させる。核融合中性子照射施設の建設、

運転、照射後試験を通して、核融合中性子照射影響（核

変換ヘリウム影響等）の発現条件を明らかにする。異な

る照射場から獲られた照射劣化事象に関する離散的な

データベースを統合的に説明可能な劣化モデルを構築

し、ブランケット構造体の寿命予測に資する。

核融合炉において特徴的な核融合中性子照射を受ける

部位の構造健全性を合理的に担保するような構造設計基

準の在り方を提示し、関連する学協会等において審議を

諮る。

低放射化フェライト鋼の規格化に向けた関連学協会に

おける準備活動を進展させる。

米国 HFIR によって実施した低放射化フェライト鋼の

80dpa 核分裂中性子照射データを検証し、核融合中性子

源における当該材料の中性子照射試験マトリックスを確

定する。

核融合中性子環境における照射効果を踏まえた原型炉

ブランケット構造設計基準を策定する。

3.2.2 先進ブランケット材料

先進材料の利用方法を明確化

開発が進められている先進ブランケット材料の利用方

法を明確化する。

先進材料のデータベースの充実

先進ブランケット材料として期待される先進材料の核

融合材料としてのデータベースを充実させる。

3.2.3 増殖機能材料

     ( 中性子増倍材料及びトリチウム増殖材料）

増殖機能材料の製造及び再使用技術の最適化

原型炉ブランケットへの適用を目指して、ベリリウム

系固体中性子増倍材料やリチウム酸化物系固体増殖材料

の製造法および再使用技術の最適化を進める。

増殖機能材料充填体の機械特性評価／製作技術確立

ベリリウム系固体中性子増倍材料やリチウム酸化物系

固体増殖材料を充填した構造体の機械特性評価や製作技
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術を確立する。

Li 確保技術開発

原型炉以降に必要となるリチウムを確保するために、

海洋水からの抽出法や同位体分離法などの開発を進め

る。

原子炉照射影響評価

ベリリウム系固体中性子増倍材料やリチウム酸化物系

固体増殖材料の原子炉中性子照射影響評価を行い、中性

子照射環境下での適用性を明らかにする。

核融合中性子照射試験

核融合中性子源を用いて、ベリリウム系固体中性子増

倍材料やリチウム酸化物系固体増殖材料の中性子照射影

響評価を行い、コンポーネント規模での増殖性能評価を

行う。

耐照射性ダイバータ材料の開発・照射影響評価

原型炉ダイバータに用いるタングステン材料等の原子

炉照射影響評価を進める。

計測・制御機器材料の照射劣化データベース

計測・制御機器に用いる機能性セラミックス等の材料

の照射劣化に関するデータベースを整理し、原型炉環境

での適用性や寿命を明らかにする。

原型炉環境で用いることが求められる計測・制御機器

に適用可能な耐照射性材料の評価を進める。

核融合中性子ハンドブックの策定

原型炉設計に貢献可能な核融合材料のスペックを記し

たシーズ集となる核融合材料ハンドブックをまとめて提

示する。

3.2.4 核融合中性子源

核融合中性子源の設計・建設

核融合中性子源（A-FNS）と関連施設の設計・建設を進

める。

核融合中性子源照射試験

核融合中性子源（A-FNS）を用いて、核融合炉材料の照

射試験を実施する。

４．おわりに

保全技術に限らず、アクションプランに示された技術

課題を着実に解決するには、産学官のオールジャパン体

制を構築して研究開発を強化し、リソースを最大限に活

用していく必要がある。そのため、原型炉設計合同特別

チームを中心に炉設計を推進して開発計画を立案し、量

子科学技術研究開発機構、核融合科学研究所、大学、産

業界の間で開発計画の中で担う役割を分担している。と

りわけ、原型炉設計には将来の産業化を見据えた設計合

理性が求められるため、概念設計の初期段階からの産業

界の継続的参画が必要である。特に、原子力分野との連

携は、安全基準の策定の点でも有効であると考えている。

これらの設計活動に加えて、多様なステークホルダーと

の対話と協働を進め、核融合エネルギー研究開発の社会

受容性の向上を目指すことも重要である。

参考文献

[1]  「第三段階核融合研究開発基本計画」、平成 4 年 6

月 9 日、原子力委員会  http://www.aec.go.jp/jicst/NC/

senmon/kakuyugo2/siryo/kettei/kettei920609.htm

[2] 「今後の核融合研究開発の推進方策について」、平

成 17 年 10 月 26 日、原子力委員会 核融合専門部会

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/kakuyugo2/siryo/

kettei/houkoku051026/index.htm 

[3] 「原子力政策大綱等に示している核融合研究開発に

関する取組の基本的考え方の評価について」、2009 年

1 月 22 日、原子力委員会 核融合専門部会 http://www.

aec.go.jp/jicst/NC/senmon/kakuyugo2/houkoku/090122-

houkokusyo.pdf 

[4]  合同コアチーム報告、「核融合原型炉開発のための技

術基盤構築の中核的役割を担うチーム報告」、NIFS-

MEMO-69、2014 年 9 月 

[5] 「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」文部科学省　

核融合科学技術委員会、平成 29 年 12 月 18 日 http://

www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/074/

houkoku/1400117.htm 

[6] 「 原 型 炉 開 発 に 向 け た ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」

と 項 目 別 解 説 http://www.mext.go.jp/b_menu/

shingi/gijyutu/gijyutu2/074/shiryo/_icsFiles/afieldfi

le/2017/12/28/1399735_003.pdf

[7]  原型炉研究開発ロードマップについて（一次ま

と め ）http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/

gijyutu2/074/houkoku/1408259.htm

（2020 年 5 月 11 日）



付録 1　核融合開発ロードマップ

文献 [7] に示されている核融合開発ロードマップの全体像を示す図を以下に示す。2020 年頃に第一回中間

チェックアンドレビューを、2025 年頃に第二回中間チェックアンドレビューを実施し、原型炉を目指す統合研

究段階に進む。ITER の DT 燃焼着火以後、原型炉建設段階に向けたチェックアンドレビューを実施し、原型炉

の建設段階、すなわち核融合開発の第四段階に進む計画である。21 世紀中庸には核融合炉実用化への準備が完

了するように計画されている。

図　核融合原型炉開発ロードマップ [7]
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